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課題番号Ⅲ


大課題III「建築・都市の地震防災と環境共生の創成と維持」の目指したもの
久田　嘉章 *、野澤　康 **　　　
キーワード
　

１．大課題III全体のコンセプト
図１に示すように大課題I及びIIを地震防災と環境共生に関する要素技術として縦軸と考えると、この大課題IIIはまちづくりや地震防災対策への応用研究として横軸方向へのくさびとして、それらを結びつけ、異なる視点から見ようとしているものであると言える。

　＊　：工学院大学工学部建築学科，＊＊：工学院大学工学部建築都市デザイン学科
以下に、この大課題IIIを構成する２つの中課題それぞれについて、本研究プロジェクト全体での位置づけ、役割、目的と成果について概説する。
２．中課題III-1「地震防災と環境共生のまちづくりに関する研究」（リーダー：野澤　康）
この中課題は「都市」や「まち」を研究のターゲットに据えているところに特徴がある。前述のように、大課題I及びIIは、地震防災、環境共生に関して建築単体スケールでの要素技術の開発を主眼としているが、ここでは対象となるスケールを建築単体から「都市」「まち」に拡大してテーマを設定して研究を進めてきた。
もう少し踏み込むと、空間スケールを単に広げるにとどまらず、建築という物理的な対象から非物的な対象にまで広げているとも言える。聞き慣れた言葉に言い換えれば、「ハード」から「ソフト」への領域展開である。すなわち、都市社会を構成する様々な「主体」、災害に対応するための各種の「仕組み」、農地などの「活用」やその「資産継承」、建築物の社会資産としての「資産評価」などに着目して、大課題I及びIIでは論じきれない部分をフォローし、結びつけ、技術開発とは異なる形で社会に還元できる示唆を得ようとする内容であると位置づけられる。
以下、中課題III-1に設定した小課題をそれぞれ上述の観点から概観する。
小課題III-1-1は「防災・復興まちづくりに関する研究」題しており、従来のハード中心の防災まちづくりから事前の対応を含めて「復興」を踏まえたまちづくりへと変化してきていることに対応して、災害に向けた様々な「主体間連携」、復興プロセスを踏まえた「災害への備え」を中心的なキーワードに据えて、特に阪神・淡路大震災以降、近年、特に東京を中心に行われてきている取り組みに着目して、その現状と課題、今後への展望を明らかにした。
小課題III-1-2は「都市農地の多面的機能評価システムの研究」と題し、「都市農地」が一番のキーワードである。都市農地は減少の一途をたどっているが、その防災・環境上の価値を改めて現代から未来へ向けての視点で評価しなおし、都市農地のこれからのあり方・位置づけ、その活用方法、そしてそれを支える税制などの仕組みについての知見を得て、提言している。
小課題III-1-3は「地震防災と環境共生からみた建築の資産価値評価と向上に関する研究」と題し、「固定資産評価」がキーワードである。環境的な視点から建築物を長期にわたって活用することが求められ、また、一方で地震災害への対応として耐震等の改修も重要である。これまでの固定資産の評価手法を見直し、こうした視点も盛り込んだ評価手法を検討するとともに、特に災害時の活動拠点となる公共施設（病院、学校など）を対象としてライフサイクルコストの検討など通して、建築の資産価値向上について提言している。
上述からおわかりの通り、「都市」「まち」を対象として、地震防災及び環境共生に関しての網羅的な研究を行うことはその範囲が広すぎて困難であり、また、それは本研究プロジェクトの当初の目的ともしていない。したがって、上記のような３つの研究テーマに絞って、より高度な成果、新しい知見を得ることを目指し、それを実現してきた。
３．中課題III-2「地震防災対策と投資効果に関する研究」（リーダー：久田嘉章）
現在、首都圏における超高層建築には首都圏直下地震による震源近傍の強震動や、海溝型巨大地震による長周期地震動など、従来では想定外であった地震動に対する地震防災対策が必要となっている。対策は単に構造的な安全性の確保のみならず、業務を早期に復旧するための設備機器・ライフライン施設の耐震性能の確保、非構造部材をも含めた被害想定と効率的な復旧工事計画の策定、費用対効果を考慮した耐震・制震補強の実施などのハード面での対策が求められている。加えて地震時の被害軽減を実現するには、緊急時対応組織・備蓄・マニュアルの整備、地域の自治体や事業者・住民との連携体制の構築、実践的な防災訓練と改善案の実施などソフト面での対策も不可欠である。この中課題ではこのような背景を鑑み、超高層建築の工学院大学新宿校舎を具体的な対象として、ハード・ソフト両面から実践的な地震防災対策に関する研究を行なった。
小課題III-2-1は「都心高層キャンパスの地震防災と事業継続マネジメントに関する研究」と題し、主としてハード面からの超高層ビルの地震防災対策に関する研究を実施した。まず首都圏直下地震と海溝型巨大地震により新宿で想定される地震動予測を行った。その結果、首都圏直下地震による衝撃的な地震動特性と、東海地震や東海・東南海地震では数分以上も継続する長周期地震動により都心部における超高層建築には大きな影響があることを明らかにした。次に計算した想定地震動を用い、新宿校舎（鉄骨造２８階）の３次元立体フレーム構造モデルによる地震応答解析を実施した。その結果、首都圏直下の地震に対して構造的には致命的な被害は生じないものの、一部の階で塑性変形が生じ、業務継続に大きな支障が生じることが明らかになった。そこで被害階を対象に制震補強案を提案し、大きな応答低減効果が期待できることを明らかにした。一方、新宿校舎の給排水・空調・電気などの設備機器・ライフライン施設の耐震性能を調査し、地震後の早期復旧を可能とするための補強効果を評価した。最後に、新宿校舎の地震被害を想定した復旧工事計画を策定した。その結果、例え構造的には軽微な被害であっても、非構造部材や設備施設の被害によって復旧工事は大きな影響を受けることを明らかにした。
小課題III-2-2は「震災避難と応急対応・復旧復興に関する研究」と題し、主としてソフト面からの超高層建築の地震防災対策に関する研究を実施した。まず超高層建築にて緊急地震速報を有効活用するために、地震後、即時に長周期地震動による建物応答を予測し、エレベータを最寄階に停止する地震時管制運転システムを構築し、実際に新宿校舎に適用した。さらに新宿校舎のリアルタイム地震観測システムを活用し、建物の揺れや想定被害を即時にPC画面上で表示し、地震時の負傷やパニック防止などのために防災センターから館内放送を行なえるシステムを構築した。一方、超高層建築において震災直後に効果的な緊急対応を行なうため、理事会の下に地震対策タスクフォースを立上げ、災害対策本部や各階の緊急時対応体制の構築し、備蓄品・マニュアル等の整備、図上演習や防災訓練の実施と体制・組織の改善等を行なった。特に防災訓練では、各階の火災・負傷者・閉じこめなどを発生させ、対応組織による応急対応や情報収集・安否確認などを行なう超高層建築としては初めての発災対応型訓練を実施した。さらに地元自治体（新宿区、東京都）や新宿駅周辺滞留者対策訓練協議会を通じて、大学と自治体・地域住民・事業者との共助による連携体制を整備し、新宿校舎を新宿駅西口現地本部として活用し、地域や広域の被害や交通情報を収集・共有するため体制を整備した。特に平成２０年度には新宿校舎の発災対応訓練と連動し、地域本部による情報収集・共有訓練、駅周辺滞留者対策訓練、災害時要援護者対応訓練、傷病者対応訓練（トリアージ・重傷者搬送など）、学生ボランティア活動訓練を実施した。
３年間の研究期間で首都圏の超高層建築のハード・ソフト両面から総合的かつ実践的な地震防災対策に関する様々な研究成果を得た。加えて平成２０年度には内閣府・防災隣組育成支援事業、新宿区との新宿駅西口地域本部に関する協定締結、文部科学省・学生支援GP「いのち・つなぐ・ちから（平成20-22）」、新規学習ニーズ支援事業「首都直下地震などの震災に備える施設管理・技術者への減災対策及び復興マネジメント教育プログラム（平成20-21）」の採択など、様々な波及効果も得られた。
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図１　大課題Ⅰ・Ⅱと大課題Ⅲ














